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　　　　　　教育機会の地域間格差
一 高度成長期以降の趨勢に関する基礎的検討

一

佐々 木 洋成

1 ．　 問題 の 所 在

　教育機会の格差
・不平 等が指 摘され て い る 。 大学教育機会 の 全体 的拡大 に もか か

わ らず， 職業お よ び所得階層間の 学歴格差 は 中長期的に ほ とん ど是正 さ れ て い な い

とい う （盛 山　 1999
， 荒 牧　2000

， 近藤　2001a）。 階層や 人種 ・エ ス ニ シ テ ィ 等の

生 得的な社会 的属性 に よる格差 ・不 平 等 とそ の 機会均 等は ，
こ れ ま で に も社会科学

お よび教育政策の 中心 的課題 で あ っ た （Jencks　et　al．訳書　1978）。 これ ら社会的属

性 に よ る機会の 差異 を め ぐる議論 は ， 個人 に 帰責で きない 配分資源の 多寡 へ の 関心

（Rawls訳書 　1979）を共有 す る もの だ が ， 近年の 平等論 は よ り積極 的に
，

そ の 個人

本人 の コ ン ト ロ
ール が及 ぱない 状況の 差異は社会的 に 調整す る必要が あ る との 分配

的正 義の 考えを述べ て い る
ω
。本論 は個人主義的平等論の 立場 に依拠 しなが ら ， 社会

的属性 に よる教育機会 の差異 として地域間格差 を と りあげ ，
こ れ を検討 して い くも

の で ある 。

　学齢期 の個 人 に とっ て ， 地域 の 教育機会 は 自己責任が及 ば な い 生 得的境遇で あ る 。

高等教育機会 の 地域 間格差 は 日本で も教育政策の 重要課題 と して 認識 され て お り，

1970年代の格差拡大期に は ， 政府に よ る格差是正 を目標 と した高等教育地方分散政

策 が 実施 さ れ た 経緯 が あ る （天 野 ・河上 ・吉 本 ・吉 田 ・橋 本 1983， 粒 来 ・林

2000）。 しか し ， 1980年代以 降の 実態 を時 系列的に検 討 した 研究は見 当た らな い
。 政

策的に しろ ， 規範的に しろ
， 格差 と不平等の 議論 に お い て 肝 腎なの は ， 事実に基 づ

い て評価 ・ 判断を行う こ とで あろ う。 大学教育機会 の 地域 間格差 をめ ぐる議論の 出
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発点 と し て ， 現状 を正 確 に映 し 出 した データが 要求 さ れ る 。 本論の 目的 は ， 大 学教

育機会の 地域間格差 に つ い て 高度成長期以降 の 日本社会 に お け る趨 勢を測定 し， 教

育機会の 格差 ・不平等論 に 基礎 的知見と正確な現状認識 を提供す る こ とに あ る。 ま

ず ， これ まで の先行研究 を整理 して地域格差 に 関す る論 点を取 り出す作業を行 う。

2 ．　 先行研 究

　地域 は ， 社会経済的地位や ジ ェ ン ダー と同様に ラ イ フ ・チ ャ ン ス の 多寡に関わ る

社会的属性の
一

つ で あ り， 各地域 の教育機会 は ， そ の 地域 に生 活す る少年世代の チ

ャ ン ス の 多寡を表示する
。

こ こ で は 「地域 と教育水準」を扱っ た研究の 中か ら ， 階

層状況 を重視 して 機会 の地域格差 を捉 えた もの を参照 して い く。主な もの として ，

教育社会学の 立場 で階層状況 と地域別進学率お よび進学希望率 との 関連を比 較分析

した 研究 （友田　1970
， 山本　1979

， 天 野 ・ 河上 ・ 吉本 ・ 吉田 ・ 橋本　1983）， 社会

階層論 の 立場で 地域が 学歴 達成 に 与 え る影響 をみ た研 究 （塚 原 ・小林　1979， 塚 原 ・

野 呂 ・小林　199  ， 林　1998）， さ らに ， 両者 の 視点 に また が る 尾嶋 （1986）が あ

る 。

　教育社会学 の分析 は，進学行動 の 集積 で あ り個人 の 進学可能性 を示 して い る進学

率の 地域間格差そ の もの を対 象 として い る。 友田 （1970） は ， 大 学お よび短大進学

率 と
， 地域 の 学歴 ・職業 ・ 所得， 大学収容力 ， 都市度の 関連を相関係数に よ っ て 検

討 した 。 「地域の 進学率は ， 単 に 出身階層の 反映で あ る だ けで な く， 人々 の相互 作用

の 結果 を も反 映して い る」 （友田 　1970， p．194） との論 点を示 す とと もに ， 進学率

規定要因 と して 地域の 階層状況に 加えて 教育制度 （大学設置率 ＝ 大学収容力） に着

目す る必要 を指摘 して い る 。 地域 レ ベ ル で発揮 され る集合的な階層効果 （接触 に よ

る進学意欲形 成） と， 制度的要因 と して の大学収容力 を取 り上 げ る図式は ， 以降の

研究に お ける 基本枠組 とな っ て い る。

　 これ に 続 く天野 ・河 上 ・吉本 ・吉 田 ・橋本 （1983） は ， 社会 経済的条件 と， 教育

制度条件 として の 収容 力 を中軸 として分析枠組 を作成 し ， 教育機会格差 と格差規定

要因の趨勢に つ い て の 政策論的な検討作業を行 っ た 。 1971−80年 に お け る ， 都道府県

別進学率の 趨勢 と社会経済的条件 お よび収容力 の 効果 をそれ ぞれ変動係数 と回帰係

数に よ っ て検討 し， 同時期 は格差 が縮小傾 向に ある こ と， 進学率 に対す る収容力独

自の効果が あ りそ の影響は男子 よ りも女子で大 き い こ とを報告 して い る 。 198 年代

に地域間格差の 縮小傾向が 維持 された こ とか らこ の研究動向は い っ た ん 中断 したが ，

1990年前後か ら再 び拡大傾向に あ り， 格差 の基 礎的把握 が要求 さ れ る 。
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一

方で
， 社会階層論 の 分析 は，

SSM （「社会階層と社会移動」調査 ）データ を用 い

て
， 個人 の 教育達成 に 与え る生育地域お よ び地域移動の 効果 に 照射して い る 。 尾嶋

（1986）は ， 少年世代 に与 え る地域環境 の影響 を 「地 域 に お け る世代 間関連」
c2｝

として

捉 える教育社会学の 観点 を共 有 しつ つ
， 階層効果 を統制 して地 域効 果 を析出する作

業を行 っ た 。 地域 （学歴水準） は 階層 （父親の 地位） とは相対的 に 独立 して お り，

個人の 教育達成 に 少な か らぬ 影響 を及ぼ す重要 な フ ァ ク ターで あ る と結論 して い る 。

地域 を ， それ まで の リプセ ッ ト ＝ ベ ン デ ィ クス 仮説 に従 っ た人 口規模で は な く， 学

歴水準 で 操作化 して 構造効果 を検証 した点で こ の 研究は意義深 く， 近年重要性 が指

摘 さ れ る マ ル チ レ ベ ル 分析の 先駆 けで もあ る 。

　林 （1998） は ， 制度的な教育機会の 格差 こ そ個人 の 達成地 位に影響す る とい う仮

説に 基づ き
， 収容力を採用 し て 尾嶋 と異な る も う

一
つ の 地域効果を析出した 。 注 目

す べ きは ， 地域効果 の メ カ ニ ズ ム を ， 「機会が アス ピ レ ー シ ョ ン を刺激 して 個人 の 教

育達成 に影響す る」と想定 した点で あ る 。 分析結果 か ら， 教育機会 の地 域間格差 は ，

進学前に 個人 の 達成動機を刺激す る こ と と進学時に お い て 機会を提供す る こ との両

側面 を通 して
， 個人 の 学歴 達成 に 影響 を及 ぼ して い る と結論 した 。 地域効果の 内実

とは， 大学の 所 在如何 に加 えて ， 「大 学が所在 す る」とい う認識 に よ るア ス ピ レ ー
シ

ョ ン 形成過程で あ る。 言い 換 えれ ば， 階層だ けで は な く地域 に よ っ て も ， 苅谷仮説

が 示 して い る よ うな学習 ・進学 に お ける意欲格差が あ る とい う こ とに な る 。

　以 上 の レ ビ ュ
ー

で わ か る よ うに ， 「教育機会 」の 指標設 定 は領域間で 異 な る 。 地域

間格差その もの を検討 課題 とす る教育社会学で は 行動水準の 大学進学率を機会 と し

て捉えて い るの に 対 し， 地域効果 を検討課題 とす る地位達成研究は条件水準 の大学

収容力 を機会 として位置づ けて い る 。
こ れ は行動指標 の デー タ単位 の 相違 （集合／

個人）で もある 。 本論は 地域間格差を分析対象 とす る教育社会学的視点に立 っ もの

だが ， 行動 と条件の 両面で地域の 教育機会 を検討す る必 要が あ る と考 え ， その趨 勢

と規定要因 を検討 して い くこ とに す る。 地域独自の効果 が明 らか に な っ た現段階 に

お い て あ らた め て 「地域の 教育機会」の 実態を把握す る作業は ，
こ れ まで 以上 に意

義 ある もの とな るだ ろ う。

3 ．　 分析 枠組

3．1． 指標 の 設定

　両教 育機会 指標 はそれ ぞれ ， 年次 に よ るデータ の 有無 と分析 目的 に依存 して何種

類か の 設定が 用い られ て い る 。 本論で は ，
1974年か ら 「学校基本調査」に 記載され
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て い る男女別都道府県別大学入学者数 を進学率 と収容力 の 分子 と して 使用す る 。 こ

れ は ， 階層論 に お け る 「世代間移動表」 と同 じ考 え方で 「出／入」の 関係を捉 えて

お り， 「出身高校の 所在地別大学入 学者数」と 「入学 した大学の 所在地別大学入 学者

数」を県間ク ロ ス 表 として 集計した もの で ある
（3）

。 分母は
， 当該年齢人 口 を

一
貫 して

用 い るのが 妥 当 と考 え ， 「各県 の 3 年前 中学校卒業者数」を使 用 す る 。 両 指標 と もに

各地域 に お け る 「大 学入 学者の人 口比 」だ が
， 前者 は 「進学の人 口比 」， 後者 は 「容

量 の 人 口 比」の 視点で 捉 えた もの と言え る
。 具体的に は 次の 計算式 とな る

。

　大学進学率 ＝ 高校 の所在地 県別大学入 学者数÷ 出身県 の 3 年前 中学校卒業者数

　大学 収容力 ＝ 大 学 の所 在地 県別 大学入 学者数 ÷ 入学県 の 3 年前 中学校卒業者数

　規定要因の検討 の 際に は ， 地域 の構造 的条件 として
， 学歴水準 （「高等教育修了者

比 率」）， 職業階層 （「ホ ワイ トカ ラー比率」）， 所得水準 （「1人 あた り県民所得」），

都市度 （「人 口集中地 区人 口比 率」） を採用す る。 学歴 と職業の 計算式 は以下 に示 す 。

な お
， データ の 出処 は ， 学歴， 職業 ， 都市度は 「国勢調査報告」， 所得は 「県民経済

計算年報」， それ以 外の教育関連 は全て 「学校基本調査報告書」で ある。

　高等教育修了者比 率 ＝ （大学卒業者＋短大卒業者）÷ （卒業者総数＋ 未就学者）

　ホ ワ イ トカ ラ
ー比 率 ＝ （専門職 ＋ 管理職 ＋ 事務職）÷ 就業者総数

3．2， 視 点

　格差 と規定要因 を検討 して い く際の視点は ， 世代 （コ ー
ホ

ー
ト ・ 親子） とジ ェ ン

ダー
で あ る。教育 機会 の 地 域 間格差 の拡 大／縮小 の構造 的背 景 と して ， 日本社会全

体 で の 教育機会 の 拡大 ／縮小 が あ る 。 全 体社会 レ ベ ル で の 教育機会 を規定 して い る

の は ， 1． 18歳人 凵 の 変動 ， 2 ．高等教育 と りわ け大学進学 に まっ わ る文化状況 ，

3 ．教育政策で あ るが ，
こ れ らに はベ ビ ーブーム 世代 の 影響が 大 きい

。 教育 とジ ェ

ン ダーが密接 な関係 に あ る こ とは無論だ が ， 女性 に お け る教育機 会の地 域格差 を扱

っ た研究は非常に 少ない
。 地域格差の水準は 男女で 大 き く異 な り， 合算で は 地域格

差 を実際 よ り小 さ く見積 もっ て しま う危険が あ る 。 格差の 趨 勢 も男女 で 異な っ た 様

相 を見せ て お り， 18歳人 冂の 変動は女子 で は格差の 変動 と直結 して い な い
。 また ，

男女別収容力 は ， 大学定員が両性 に 開か れ た もの で あ りなが ら も ， 現実に は男女間

の 競争力お よび地 域 選択 の差異が反映 され て い る こ とを示 して い る
（4｝

。 教育機会 の

地 域間格差 を把握 す る課題 に お い て ， 男 女別の 検討 は不可欠 と考 え られ る 。

　教育機会格差 を時系列で比較検討す る手法 と して は ， 変動係数 （標準偏差／平均）

と標準偏差が あ り ， 論者 に よ っ て 使用が分 か れ て い る 。 本稿 は ， 進学率の 場合 は標
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準偏差が望 ま し い とす る尾嶋 （1986） に従 い
， 標準 偏差 を使用 す る こ とに した。規

定要因 は相関係数 に よ っ て分析す るが ， こ こで の 相関は地 域単 位 の相関で あ る こ と

か ら係数の扱 い に は 注意が必要で あ り， 個人単位 の場合 よ り も値 は大 き くな る 。

　次節か ら教育機会格差 とそ の 趨勢 の実証的検討 に 入 るが ， （1）教育機会の 拡大 ， （2）

機会 の地域間格差 ， （3）格差の 規定要因の 順 に そ れ ぞれ見 て い くこ とに す る。

4 ．　 趨勢の 検 討

4．1． 教育機 会の 拡大

　 は じめ に ， 日本の 高等教育拡大の 経緯 を把握 す る。 図 1 は ， 1955年 か ら2004年 ま

で の 大学お よび短 大進学率 （全 国） を示 した もの で あ る。大学進学率男女 を出身地

域別に 集計す る と 「進学率」， 入学地域別 に 集計 す る と 「収容 力」 とな る 。

：：l

iil
ii転
籌
　 1955　　　1960　　　 1965　　　1970　　　1975　　　　1980　　　 1985　　　　199〔〕　　　1995　　　2000　　　　2005

　　　　　　　　　　　　図 1　 進 学率の 推移 （全 国）

　大学進学率は ，
この50年間で 男女 と も約 30ポ イ ン ト上 昇 して お り， 戦後の 教育水

準の E昇が著 しい もの で あ っ た こ とが わか る
く5）

。 短大進学率 は ， 女子 に お い て 長 く大

学進学率 よ り高い 水準を維持 して い た が
，

／994年以 降 は大 き く下降して い る 。 大学

進学率の推移パ タ ーン は男女 と も 2 度の 上 昇期 が み られ るが ， これ は基本 的に ， 1966

−68年入 学者 （第
一

次 ベ ビ ーブ ーム ） と 1990−93年入学者 （第二 次ベ ビーブーム ） を

ピー ク ，
1975年入学者を谷 底 とす る 18歳人 口 変動 の 影響 を受 けた もの で あ る 。

　男子 は ，
18歳人 口 の 滅少 と と もに 1975年 まで 大 き く上 昇 して 40％に 達 し ， 増加 と
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共 に 1975年か ら1990年まで は緩や か に 下降，
1990年以 降は再び18歳人 口 の 減少 と共

に上 昇 して 2004年現在は49％ とな っ て い る 。 女子 は ， 第一
次上昇が 男子 よ り緩やか

だが ， 1975年以降 も下降せ ず12％前後 を推移 し ， 1990年以降大 き く上 昇 して 2004年

現在 35％に達 して い る 。 18歳人 口 の 増加期 に 進学率が下降 して い な い こ と と ， 進学

率上 昇が 18歳人 口 の減少以 前に 開始 して い るこ とか ら ， 1970年代以 降 にお ける女性

の 大学進学 に関す る価値意識 の 変容 が推察 され る 。

　男子 は第
一

次上 昇期が特徴的で こ の 時期に 3  ％ を超 えて お り （ユ ニ バ ーサ ル 化），

女子 は第二 次上 昇期 に お い て 同水準 に達 して い る 。 大学教育機会 は まず 男子 に配分

さ れ ，

一
世代後 に 女子 に配分 され た と い え よう 。 大学教育機会の 世代 とジ ェ ン ダー

に よ る差異 をふ ま えて ， 次に ， 地域 間格差に つ い て 検討 す る 。

4．2． 教育機 会の 地域間格差

　まず教育機会格差の 現状 を把握す る 。 表 1 は ， 都道府県別大学収容力 お よ び大学

進学率 を示 した もの で ある 。 人 凵規模 の 小 さ な地域 に お い て 開学や統廃合 に よ る
一

時的な変動が 予想 され るた め ， 直近 3 年間 （2002−04年）の 平均 をと っ て ある 。

　制度的な教育機会指標で ある収容力の場合， 男子 で は東京お よび京都が 100％ を超

え ， 女子 で も東京 が 100％弱 ， 京都 は 100％を超 え て お り， 両地域 の教育機会の 豊か

さが み て とれ る 。 その
一

方で
， 男子 で は20％未満の 地域 が 10県 ， 女子 で は 10％未満

の地 域 が 4県 あ る。 男女 と も， 上 位地域 と下位地域 の 間 に 100ポ イ ン ト以 上 の 差が あ

る 。 行動面 の 教育機会 を示 す進学率で は ， 男子 は三 大都市圏の 大半が 50％以上 で あ

り
C6＞

， 北海道 ・東北 ， 中国 ・四国 ， 九州 ・沖縄地域 の 多 くが 40％以下 の 低進学率地域

とな っ て い る 。 女 子 で は ，
40％以 上 の 高進学率県 はや は り三 大都市圏に 多 く， 北海

道 ・ 東北 と九州 ・ 沖縄地域 はほ とん どが 20％台で あ る。男女 と も， 上位 と下位 の差

は30ポ イ ン トを超 え， ア クセ シ ビ リテ ィ の 多寡を反 映 して諸個人 の 大学進学可 能性

が地域間で大 き く異 な っ て い る こ とが わ か る。

　男女 それ ぞれ に つ い て
， 収容力 と進学率の 差 をみ よ う

（7）
。 各地域の 値が 正 の 場合 は

進学機会に 実質的余裕が あ り， 負の場 合は実質的余裕が な い こ とを示 す 。 負の 値の

地域 で は大 学進学者は不 可避的に 県外流 出す る 。 男女 と も進学機会 に実質的な余裕

が あ る地 域 は三 大 都市圏の 各県 と宮城 ， 福岡 に 限 られ て お り， 大都市圏 と非大 都市

圏地 域 の 間に は厳然 た る教育機会格差 が存在 して い る 。

　大学教育機会 の 地域 間格差の 現状 が 明 らか に な っ た 。
こ こ か らは ， 高度度経済成

長期 以 降30年間の 趨 勢 をみ て い くこ とにす る。図 2お よび図 3 は ， 1974年か ら2004
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育機会の地域間格 差

表 1　 各 都道府県の 大 学教 育機会 （2002− 04年の 平均）
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　　　　　　　　　 図 2　 地域ブ ロ ッ ク 別大 学収容力の 推移 （男）
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年まで の 地域 ブ ロ ッ ク別
〔8）
大学収容力の 推移 を男女そ れぞれ に つ い て 図示 した もの

で ある。

　男子 で は ， 1975年か ら1990年まで の 期間 ， 全国進学率 の ゆ るや か な下降 と並行 し ，

また ， 大 学の 地方分散政策 もあ っ て 三 大都市圏の収容力が 下降 し ， 地域間格差 が縮

　 3’O
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教育機会の地域間格差

小 して い る こ とが わ か る 。 しか し ，
1990年以降 は

， 全国進学率の 伸長 と と もに 三 大

都市圏の 収容力が 上昇 に 転 じ ， 地 域間格差 は再 び拡大傾向 に ある 。 地域間格差 を標

準偏差 で み る と
，
35．2％ （1975年）， 27．0％ （1980年）， 22．7％ （1985年）， 17．6％ （1990

年）， 21．0％ （1995年），
24．1％ （2000年） とな っ て お り，

1990年を境 に した 趨勢の

変化が確認 され る 。

　1975年か ら1990年まで の 期間 ， 東京圏 は 100％台か ら50％台 に下降 し ， 名古屋 圏 ・

大阪圏 も6 ％台か ら30％台 に下降 して い る 。 収容力に大幅な余裕が あ る三 大都市圏

の教育機会が 縮小 した 点に 関して は
， 大都市に お ける高等教育 の抑制政策 は

一
定 の

成果 をあ げた と評価す る こ とがで き る 。 しか しこ の 期間， 収容力 の小 さい 三 大都市

圏以外の 地域 で 教育機会 の拡大が十分 に達成され たわ けで は な い 。

　女子 は男子 と比 べ て収容力の 水準 が低 い が ， 1975年か ら1980年代半 ば に か けて ，

全国進学率の 停滞 と並行 して三 大都市圏の 収容力が緩や か に 下 降 し， その 結果地域

間格差 もご く小 幅なが ら縮小 し て い る 。 1980年代後半以 降は ， 全 国進学率の 急上 昇

とと もに 三 大都市圏の 収容力が高 ま っ た こ とに よ っ て 地域 間格差 は拡大 し， 1990年

代後半以 降は過 去最大の 水準 を更新 し て い る 。 標準偏差 は ， 11．3％ （1975年）， 9．4

％ （1980年）， 8．9％ （1985年）， 9．0％ （1990年），
13．0％ （1995年）， 18．8％ （2000

年） とな っ て お り，
1990年以降の 大幅な格差拡大が認 め られ る。大学教育機会 の 地

域間格差是正 は女 子 に お い て も深刻 な課題 に な りつ つ あ る とい え よ う。

　男女 とも， 1990年以 降の全国的な進学率伸長 の 割 に 非三 大都市圏地域 の 教育機i会

は拡大 して お らず，
三 大都市圏の 水準か ら引き離 され る

一
方 で あ る 。 こ の 要因 と し

て ， 東京 をは じめ とす る大都市部で の 少子化の 激 しさが ある。 1990−2004年の 期間 ，

大学入学者全 体に 占め る東京 に所在 す る大学 へ の 入学者が 占め る 割合は 21−23％台

の 間で ほ とん ど変化が ない
。

一
方で 18歳人 口 をみ る と，

1990年 に 対す る 2004年の 割

合 は 日本全体 は70％ ， 東京 は 62％ とな っ て い る 。
つ ま り，

18歳人 口 の 減少幅 に応 じ

た 収容力の 調整 が行 わ れて い な い とい うこ とで あ る 。 また ， 制度的な大学教育機会

に お い て は ， 「1．東京圏 ，
2 ．大阪圏 ・名古屋圏 ， 3． その 他地域」と い う地域格

差構造が み て とれ る。

　 っ づ けて 行動 水準 の 教育機会 で ある進学率を検討 しよ う。 図 4 お よび図 5 は
，
1974

年か ら2004年 まで の 地域ブ ロ ッ ク別大学進学率の 推移を ， 男女 それ ぞれ に つ い て 図

示 した もの で ある 。 収容力 との 「機会」水準の 差異 を考慮 して縦軸 と横軸の 比 を変

えて あ るた め ， 単純な比較 はで きな い こ と に留意 され た い
。

　 男子 は 1975か ら1990年の 期間， 全地域 的に教育機会が 縮小 した が ， 進学率の 高 い
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三 大都市圏の 下 降幅が 大で あるた め地域間格差 は縮小 して い る 。 1990年以降 は ， 全

国 的な教育機会拡大 の 影響 を受 けて三 大都市圏 を中心に 進学率が上昇 し， 地域間格

差 は再び拡大 し ， 現 在 も こ の傾 向が続 い て い る 。 格差 を標準偏差 に よ っ て 確認す る

と， 9．8 （／975年）， 7．8 （1980年），
6．6 （1985年）， 5．4 （1990年）， 7．0 （1995年），

8．2 （2000年）とな っ て お り， 地域 間の 教育機会格差 は 1970年代 の水準 に接近 し っ っ

あ る こ とが わか る 。

　1975年か ら1990年 まで の 期間 ， 東京圏 ・ 名古屋 圏 ・大阪圏の 大学進学率 は そ ろ っ

て 50％台か ら30％台 へ 下降 して い る 。 全国 的 な教育機会縮小 の 幅 を超 えて これ らの

地域 で機会 が縮小 した こ とは， 政府 に よ る高等教育 の 地方分散政策が もた ら した 結

果 と評価す る こ と もで きる 。 しか し ， こ の 間の 18歳人 口 男子 の 変化 を見 る と ， 全国

で は27％増で あ る
一

方， 東京圏で は87％の 増加 と な っ て お り ， 人 口増 の影響が あ っ

た こ と もうか が え る 。 また ， 低進学率地域 に お ける教育機会 の 拡大 は認 め られ ず ，

「最低層の 効用 を最大 にす る と い うのが 公正の 原理で ある とすれ ば ， 地域間格差是正

が さほ どに 進ん だ とはい えな い 」 （天野 ・河上 ・吉本 ・吉田 ・橋本　1983） で あろ う。

　女子で は ， 大学進学率の 水準 自体が 高 くな い こ とか ら，
1975年か ら1990年 まで の

期間に 男子 で み られ た格差縮小 はか な り小幅で ある 。 1980年代後半以降 は全地域 で

大幅に教育機会 が拡大 して い るが ，
三 大都市圏の上昇が 大で ある た め 地域間格差 は

漸次的に拡大す る傾 向に あ る。 標準偏差 を見 る と，
4．6 （1975年），

3．9 〔1980年），

3．7 （1985年）， 3．6 （1990年）， 4．6 （1995年），
5，9 （2000年）で あ り， 1990年以 降の

格差拡大 と ， 現在 の教育機会格差が こ れ まで で 最 大 で あ る こ とが 確認 さ れ る 。

　男女 と も， 大学進学機会拡大 は 三 大都市圏が他地域 よ り優先 され て い る 。 先述 し

た ジ ェ ンダー差 と合わ せ て 考 える と， 大学教育機会 は ， 「性別で は男子 ， 地域 で は三

大都市圏」が先行 す る 配分 メ カ ニ ズ ム を持 っ て い る とい え よ う 。 この 結果 ， 「北海道 ・

東北男子」 と 「三大都 市圏女子 」の 水 準 と推移パ ター ン が 近似 してお り， 両者 は教

育機会配分に お い て 同 じ よ うな社会的位置づ けに あ る こ とが わ か る 。 また ， 進学可

能性 と して の大 学教育機会 の地 域格差 に は， 「1．三 大都市 圏，
2 ．三 大都市 圏に 隣

接 す る北関東か ら中国 ・ 四 国に至 る地 域 ， 3．北海道 ・東北お よび九州 ・沖縄」 と

い う中心 一周辺 型 の 三 重構造が認 め られ る。

4．3． 格差の 規定要 因

　 こ こ で は教育機会格差 の規定要 因に つ い て 検討 を行 う 。 機会格差 の検討で 明 らか

に な っ た 1990年 を境 に した趨 勢の 変化 に 注 目 して い く。 図 6 お よび 図 7 は ， 大学収
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　 図 6　 大学収容 力 との 相 関　 男
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　 図 7　 大学収容力 との 相関　女

容力 と地域 の 構造的条件 との 相関を ， 1975年か ら2000年 まで 5 年お き に男女そ れ ぞ

れ に つ い て 図示 した もの で ある 。

　男子で は ， 大学収容力は構造的条件 との 関連 が認 め られ ， 都市度 ， 学歴 ， 職業，

所得の 順 に 大 きい
。 4 変数 と もに 1990年 ま で収容力 との 関連が 弱 ま り， 1990年以 降

は強 ま っ て い る 。 女子で も男子 同様 に構造的条件 と の 関連が み られ る が ， 相関係数

の 値 は若干低 く， 1990年以 降 ， 収容力 と構造的条件 との 関連 は低下 して い る 。 1990

年以 降の 趨 勢が 男女 で 逆 で あ る点 に つ い て ， 男子 に 関 して は収容力 の分散が 影響 し

た と考 える こ とが で きるが ， 分散 は男女 と も拡大 して お り ， 女子 に お け る関連の 動

向を分散の 影響 に よ っ て 説明す る こ とは で きな い
。 大学所在地決定 の メ カ ニ ズム に

ジ ェ ン ダー
間の 差異が 生 じて い る の で は な い だ ろ うか 。 表 1で み た よ うに

， 現在 ，

収容力の 地域格差 の 内実は 男女間 で 明確 に異な っ て い る 。 例 え ば京都の 圧倒的 な高

水準 に 現 れ て い る よ うに ， 女 子 の 大学 収容 力 は 祉会 経済 的条件 や 都市度 と は

違 う基 準 （文化的意味や イ メ
ージ）に よ っ て 規定 さ れて い く方向 に ある と考 え られ る 。

　つ い で進学行動 を示す大学進学率 をみ る 。 図 8 お よ び図 9 は ， 大学進学率 と社会

経済的条件 の 相関 を ， 1975年か ら 2000年 まで 5 年 お き に男女 それ ぞれ に つ い て 図示

した もの で あ る 。
こ こ で は収容力 を他 の社会経済的条件 と と もに進学率 の 規定要因

と して 位置づ け る が ， 進学 との 関連 を見 る場合 ， あ くまで 男女両方に 開か れ た「定員 」

と して 解釈 す る必要が あ る と思 わ れ るた め ， 男 女 合計 した収容力 を投 入 して い る。

　男子 の進学率 は ， 社会経済的条件 お よび収容力 との 関連性が 認 め られ る 。 1990年
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　　図 9　 大学進学率 との 相 関　女

まで 相関係数の 値が 低下 して い る が ， 1990年以 降は相関が 高 まる傾 向に ある 。 女子

で は ， 収容力お よ び社会経済 的条件 との 相 関係 数が
一

定 の値 で あ り， 都市度 との相

関係数 は非常に 小 さ い
。 上述 し た収容力の 場合 と異 な り， 男子 と同 じ 1990年を谷底

とした V 字形 の趨勢 とな っ て い るが ，
こ れ は進学率の 分散 そ の もの の 影響 と考 えて

い い だ ろ う。 進学率 と の 関連の 強さ は ， 男子で は社会経済的条件 と収容力が ほぼ 同

等で ， 女子で は収容力が社会経済的条件 を上 回 っ て い る 。
た だ し

， 男子 で も近 年は

収容力の 値が上 昇 して い る 。

　相関係数の検討か ら，教育機会の 全国的な拡大 と地域 間格差拡大 に 並行 し て ， 大

学進学率 と大学収容力お よび社会経済的条件 との 間の 関連が強 ま っ て い く傾 向が 明

らか に な っ た 。 また ， 大学収容力が大学進 学率に与え る影響 は女子 の 場合 ， 相 当程

度強い もの で あ る と推定 さ れ る 。 年々 拡大の
一途 を辿 る女 子 の 大学進学率格差是正

に は ， 収容力の 地域 間バ ラ ン ス の 調整が有効 と考え られ る 。

5．　 結語 と して

　本論 で は ， 「学校基本調査」デー タ を用 い て 大学教育機会の 地域間格差 を収容力 と

進学率の 二 水準で 指標化 し
， 高度成長期以 降の 趨勢 と社会経済的条件お よび学校教

育条件 との 関連の 推移を検討 して きた 。 その 結果 ， 1． 1975年か ら1990年 まで の 期

間 は ， 政府 に よ る高等教育分散政策 もあ っ て ， 収容力 ・ 進学率 と もに 格差縮小の 傾

向が み られた こ と，
2． こ れ は 最も優遇 され た大 都市地域 で の 低下 の 結果で あ り，
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最 も配分 が 進 んで い な い 地 域で 教育機会が 拡大 したわ けで は な か っ た こ と ， 3 ．1990

年以降は再び大都市地域の 上 昇に よ っ て 機会格差が 拡大 して お り ， 4 ．と くに近年で

は男子 の み な らず女子 に お い て も顕著で あ る こ と， 5．社会経済的条件や学校教育条

件の格差規定力が年々 高 ま っ て い る こ と
， な どが確認 され た 。 今 日の地域間格差 は

か つ て 格差是正政策が 実施 され た 1970年代の 水準に 接近して お り， 機会均等が 政策

課題 として再浮上 す る可能性 が ある 。 格差是正策 と して は ， 18歳人 口減少率 に 応 じ

た各地域の 大 学収容力削減が合理的 と思 われ る 。 人 口 減少 に対 応 した 定員調整 が行

わ れ て い ない 現状が 抱 え る問題 と りわ け学生 の 学力低下 は その 必然的帰結 と して

つ と に 指摘 され て い る 。 格差是正 や 機会均等 は小 さな政府 とい う現在の 方向性 と は

一
見矛 盾す る よ うだが ， 今求 め られ る適正 な配 分 は， 地 方の 定 員増や新設で は な く

大都市の 削減で あ り， それ に は大学間の 合併や 経営統合
（9）

　S 有効 な手法の
一

つ とな

るで あ ろ う 。 最後 に ， 教育機会均等 に あた っ て 考 え られ る 理論 的な課題 と社会意識

面 で の 問題 を指摘 して 本論 を終 え る こ と に す る 。 まず は ， 分配 的正 義の理 論で あ る 。

　大学教育の 機会 は ， 階層の み な らず地域で も不平等状態 に あ る。 階層 と地域 に お

け る機会格差 は個人の 教育行動 を規定す るが ， 教育機会 の構造 と制度は 階層空間と

地域空 間で の 諸個人の 行為 に よ っ て成立 し， 存続 して い る 。 こ の よ うな，個人 と社

会 の再 帰 的な相互 影響過程 に着目す る と
， 自由と平等の 両立 を主張す る V 一ル ズ正

義論 の 弱点が見 えて くる （斎藤　1998）。 階層に お い て は ， 親世代の 諸個人の 自由な

教育投 資行動 は子世代の 諸個人 に 不平 等な教育環境 を帰結 し ， 地域 に お い て は ， あ

る世代 （コ ーホ ー ト）の 諸個人の 自由な移動 に よ っ て 大都市 へ 高等教育機会が集中

し ， 次 世代 の 諸個人 に不 平等な機会構造 を帰結す る 。
い ずれ も自由な個人 の 行為の

集積が もた ら した 意図せ ざる結果 で あ り， 個人 が所持す る社会 的資源 を自由 に投資

す る （ライ フ ・チ ャ ン ス の 活用） とい う行為の 集積が ， 本来の意 図 とは異な る不平

等の 拡大再生産 を 出現 さ せ ，格差原理 に基 づ く機会 均等 は事実上 不可能 とな る。
こ

と， 個人的状況 と世代間関連が不 可分 で あ る教 育機会 に 関す る限 り， 分配的正 義論

は社会学的行為論 お よび階層論の 視点 を取 り込 んだ再検討が 必要 とな るで あろ う。

　他方 ， 戦後 6 年 の 構造的変化 （階層上昇 と都市化）は ， 世論 の 形成主体で あ る諸

個人 の 認識 に 確実 に影響 を与 えて い る。 高度成長 に よ っ て 達成 さ れた豊 か さは ， 機

会 の格差 ・不平等の 議論そ の もの か ら目を逸 らす （近藤　2001b）。 事実， 飛躍 的な

教育拡大の 結果 ， 大学教育機会 に対す る国民の 関心は決 して高 くない （「国民生活選

好度調査』2003年 ， 内閣 府国民 生活局編）。 三 大都市圏男子 の 大学進学率は50％台で

あ る
一

方 ， 北海道 ・東北 と九州 ・ 沖縄の 女子 は 2 ％台で ある に もか かわ らず ， で あ
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教育機会の地域閘格差

る 。 社会的要求水準 が低 い 課題 を議論の 俎上 に 載せ て い くこ とは ， 現 実的に 難しい

だろ う。 そ もそ も， 大都市 へ の 人 口 と機能の 集 中は ， 民意に 基 づ い た開発計画 や経

済政策 の 「成果」で あ り ， 高学歴 と都市生活 を希求して きた 戦後 日本人の 心情 と論

理 の所産 なの で ある 。 しか しそれで も， 個人 の教育機会が地域で 異 な る仕組み は ，

親 の職業や 家庭の 経済状 態 ， 性や人 種 ・エ ス ニ シ テ ィ で 異 な る仕組み と同様 に おか

しい と い うこ と に変 わ りは な い
。 「等 し き もの は等 し く， 異な る もの は異 な るよ うに 」

と い う対応の 原理 が想定 して い る の は属性で も集団で もな く個人 で あ り （個人 の み

が 正 義 に適 う）， だ か ら こそ 教育の 機会均等 は社会的 に も政治的 に も了解 を得て い る

の で あ る 。

　機会が平等 に 配分 され て い な けれ ば ， 教育 は資質 と能力 の 選 抜 シ ス テム と して 機

能 しない 。 機会 の 公平性が実現 さ れ な くな る と ， 選抜結果 は能力主義の貫 徹で あ る

との 近年 の イ メ ージ と は 裏腹 に ， 学力競争が選抜 シ ス テ ム として の 意味を成 さな く

な り， 目に 見え ない 形で 社会全員 に と っ て の不利益 が生 じて い く。 そ うな らな い た

め に も， 「社会的想像力や共感能力 に 支 えられ た 公共哲学的 な議論」 （近藤　2001a）

の 高ま りを期待 し， 事実 を提示 す る実証的検討 の 努力 を続 けて い きた い と思 う 。

〈注〉

（1） 浜田 ・ 石 田 （2003） は，
ロ ー マ ーの 「機会平等の 原則」 の ア イ デ ィア を採用 し ，

　本人 が コ ン トロ ール で きない 環境 要因 と本人 が コ ン トロ
ール 可能 な努力や実績 と

　が混 同 して 生 じた現実 の 資源 配分 の 格差 か ら ， で き る だ け努力や実績 に よ っ て 生

　 じた格差だ け を近 似 的 に 抽 出す る方法の 定式化を試み て い る 。

（2） これ は ， 領域 を超 えて共有 され る問題 関心で ある 。 犯罪学 で は ， 成人犯罪発生

　率 と少 年犯 罪発生率の 地域相 関が 指摘 され （前田　 2000）， 人文地理 学で は ， 教育

　格差が居住者へ 与 える影響 に 注 目し ， 地域 に よ る文化 的再生産を論 じて い る （川

　田　1994）。 都市社会学で も ， 成人世代の 階層属性 と少年世代 の 教育行動 （大学進

　学 と中学校不登 校）の地域相関が 指摘 さ れ て い る （倉 沢 ・浅川編　2004）。

  　「西 日本 → 東 日本」の移動が 相当程度優位で あ り ， し ば しば指摘 さ れ て きた西 日

　本地域の アス ピ レ ー シ ョ ン の 強 さが 就学移動パ ター ン として 現れ て い る 。

（4） 「収容力」は ， 学校教育制度 な い し進学行動の 規定要因 として み た とき と， ジ ェ

　 ン ダー
の 視点を加味 した入学者 の人 口比 と して みた と きで は意味が

一
致 して い な

　 い
。 女 子大 を除 い て

， 前者の 視点で は 男女別集計 は論理 的 に成立 しない の で あ る 。

　 概念規定や用 語名の再 検討が 必要な の か も しれ な い
。
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（5） こ の 50年間で ， 大 学入 学者数 は 132，296人か ら598
，
331人 ，大学数 は 228校か ら709

　校， 大学教員数 （本務教員） は 38，01 人か ら158
，
770人 へ と増加 した 。

  　東京お よび京都 で は ， 高校入学者の うち他県 中学校卒業者が 占め る割合が 10％

　以 上 で あ り， 国立校で は それ ぞれ 30％ と 25％， 私立校で は それ ぞれ 20％ と25％で

　あ る （2004年）。 両地域 の 大学進学率 は実際 よ り誇張 さ れ た値 で あ り， 若干差 し引

　い て （逆に隣接地域は割 り増 し し て ）考 え る必 要 が あ るだ ろ う。

（7） 別 の 視点 と して ， 各県の 進 学率 と収容力それ ぞ れ に つ い て 男女差を算出した 。

　 これ は ， 地域 の 「教育 ジ ェ ン ダー」度 の 指標 と な る 。 進学率で は ， 平 均 12，5％ ，

　標準偏差 3，7％ ， 「平均 ＋標準偏差」 を超 えて 「高い 」地域 は順 に 山梨 ， 大 阪 ， 埼

　玉 ， 石川 ， 福井 ， 千葉 ， 「平均
一
標準偏差 」を超 えて 「低 い 」地域は順 に沖縄 ， 高

　知 ， 徳島 ， 青森 で あ り， 収容力で は ， 平均 10．1％ ， 標準偏差8．6％， 「高い 」地域

　は順 に ， 石川 ， 大阪， 東京 ， 千葉， 神奈川 ， 滋賀， 福岡 ， 「低 い 」地域 は順 に兵

　庫 ， 長崎， 徳島， 岡山で あっ た 。 「教育ジ ェ ン ダー」度が 両指標 とも 「高い 」地域

　は千葉 ， 石川 ， 大阪で あ り， 「低 い 」地域 は徳島 とな っ て い る 。

（8） 地域ブ ロ ッ ク は ， 地理的な七分類 をベ ース に人 口 量 と都市圏 の 範域 を考慮 して

　作成 した もの で ある 。 関東， 中部及 び関西か ら東京 ， 名古屋 ， 大阪の各都市圏地

　域 を分割 ， 人 口 の 少な い 北海道 と東北 を合体 ， 中国 ・
四 国 ， 九 州 ・沖縄 は そ の ま

　ま使用 した 。 各 ブ ロ ッ ク の 構成 は以下 の 通 りで あ る 。 「東京圏」＝ 埼玉 ・千葉 ・東

　京 ・神奈川 ， 「名古屋圏」＝ 愛知 ， 「大阪圏」＝ 京都 ・ 大阪 ・兵庫 ・奈良 ， 「北関東」＝

　茨城 ・栃木 ・群馬 ， 「中部」＝ 愛知 を除 く中部 各県 ， 「近畿 」＝ 滋賀 ・三 重 ・和歌山 ，

　「北海道 ・東北」「中国 ・四国 」 「九州 ・
沖縄」 はそれ ぞれ の 各県 。

（9） 周知 の ように 国公立大学の 統廃合はす で に 実施さ れ て お り， 私立 で も最近 ， 関

　西地 区の 伝統校が 同地区の 他校 との 吸収合併計画 を発表 して い る 。

〈文 献〉

天野郁夫 ・河上婦志子 ・吉本圭
一 ・吉田文 ・ 橋本健二 　1983， 「進路分化の 規定要因

　　 とそ の 変動
一

高校教育 シ ス テム を中心 と して 」『東京大学教育学部紀要』第 23

　　巻 ， pp．1−43。

荒牧草平　2000， 「教育機会の 格差 は縮小 した か 」近 藤博之編 『日本 の 階層 シ ス テ ム

　　3　 戦後 日本の 教育 祉会』， 東京大学出版会 ， pp，15
−35。

浜田 宏 ・石田淳　2003
， 「不平等社会 と機会の 均等

一
機会格差調整 後の 不平 等測 定

　　法」 『社会学評論』第54巻第 3号 ， pp ．232−249。

318

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

教育機会の地域間格差

林拓也　1998， 「地位達成過 程 に お け る地 域効果
一

機会 の 地域間格差 に着目して 」三

　　隅
一

人編 『1995年 SSM 調査 シ リーズ 4　 社会階層の 地域的構造』，
　 pp ．6986 。

Jencks，　Christopher　et　al．，1972，　Inequality：Areassessment　Of　the　effect　Of海辮 躍y

　　and 　schooling 　in．Anzen
’
ca，　Basic　Books，　New 　York．（＝ 橋爪貞雄 ・高木正 太

　　郎訳　 1978， 『不平等
一

学業成績 を左 右す る もの は何か 』黎明書房）．

川田力　1994， 「社会地理学 と教育社会学 との 接点
一

教育 と社会階層 ・ 地 域間格差 の

　　再生産論 をめ ぐっ て 」『人文地 理 』第 46巻第 2 号 ， pp ，67−82。

近 藤博 之　2001a ， 「高度成長期以降 の 大学進 学機 会
一
家庭 の 経 済状 態か らみ た趨

　　勢」『大阪大学教育学年報』第 6 号 ， pp．1−11。

　　　　　2001b， 「階層社会 の変容 と教育」『教 育学研究 』第 68巻 第 4 号 ，
　 pp ．351−

　 　 359。

倉 沢進 ・浅川達人 編　2004， 『新編　東京圏の 社会地図1975−9 』東京大学出版会 。

前出雅英　2000， 『少年犯罪
一
統計 か らみ た その 実像』東京大学出版会 。

尾嶋史章　 1986， 「教育機会 の 地域 間格差 と教育達成」 『大阪大学人 間科学部紀要』

　　第12巻 ， pp ．99−ll6。

Rawls
，
　John，

1971
，
　A　TIteo71， げ ル読 o召，　Harvard　University　Press，（＝ 矢島鈞次

　　監訳 ， 1979， 『正 義論』紀伊國屋書店）．

斉藤友里子 　1998
， 「ジャ ス テ ィ ス の 社会学

一
政策論の 基礎」高坂健次 ・厚東洋輔編

　　『講座社会学 1　 理 論 と方法』東京大学出版会 ， pp，165198 。

盛 山和 夫　1999
， 「近代 の 階層シ ス テ ム とそ の 変容」 『社会学評論』第 50巻第 2 号 ，

　　 pp ．3−230

友 田泰正 　1970， 「都道府県別大学進学率格差 とその 規定要因」 『教育社会学研究』

　　第25集 ， pp ．185−195。

塚 原修
一 ・小林淳

一　1979， 「社会 階層 と移動 に お け る地域 の 役割」富永健
一

編 『日

　　本の 階層構造 』東京大学出版会 ， pp ，127−149。

塚 原修
一 ・野 呂芳明 ・小林淳

一
　 1990， 「地域 と社会 階層

一
地域差 ， 地域効果お よび

　　地 域移動 」直井優 ・盛 山和 夫編 『現 代 日本 の 階層構 造  社会 階層 の 構造 と過

　　程』， 東京大学出版会 ， pp．232−271。

粒来香 ・林拓也 　2000， 「地域移動か ら見た 就学 ・就職行動」近藤博之編 『日本 の 階

　　層シ ス テ ム 3　 戦後 日本 の教育社会』， 東京大学 出版会 ， pp．57
−76。

山 本真
一
　1979

， 「大学進学希望率規定要因 の分析」「教育社会学研究』第34集 ， pp．

　 　 93−103。

319

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The  JapanSociety  ofEducational  Sociology

ABSTRACT

   Regional Gaps in Educational Opportunities: Trends after

   the High  Growth  Period and  Effects of  Structural Factors

                                 SASAKI,  Yosei

                    Tokyo  Metropolitan University

192-0397 Minami-Osawa  1-1 Hachioji-si Tokyo,  Japan

              Email: strsheep@bcomp.metro-u.ac.jp

This paper  examines  trends in regional  gaps  in higher educational  opportunities

after  the High  Growth  Period and  the effects  of  structural  factors. In the 1970s,

educational  policies were  put in place with  the aim  to promote  equal  opportu-

nity, Currently, regional  gaps  in higher educational  opportunity  are  increasing,

The  purpese  of  this paper  is to provide baSic findings and  knowledge  on  present

conditions  to contribute  te the debate en  educational  opportunities,  As an  index

of  educational  opportunity,  we  use  capacity  and  college  and  university  entrance

rates.

  The  findings are  as  follows: (1) in the 1975-1990 period, under  the  educational

policy that aimed  to spread  education,  gaps  decreased in both indices of  educa-

tional opportunity;  (2) however, this decrease was  the result  of  shrinking  gaps  in

the three large metropolises  of  Tokyo  Nagoya  and  Osaka, and  educational

opportunities  were  not  necessarily  expanding  in the regions  with  the Ieast

educational  opportunities;  (3) after  1990, regional  gaps began  to increase again,

due to rises  in the three metropolises;  (4) today, there are  noticeable  gaps  not

only  among  males  but also  among  females by region;  (5) the effect,s  of  socio-

economic  conditions  and  school  conditions  on  educational  opportunities  are

increasing year by year. Today's regional  inequalities are  nearly  equal  to those

in the 1970s when  the educational  policies were  adopted,  there is a  possibility

that  equality  of  opportunities  for education  may  become  a  political issue.
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